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１ 無人移動体画像伝送システム
（ロボット用無線局）の概要
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２ 5.7GHz帯無人移動体画像伝送
システムの一部運用変更について
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・ 無人移動体画像伝送システムの無線局については、同一周波数帯の電波を使用する
他の無人移動体画像伝送システムの無線局及びその他の無線局との混信防止のため、
無線局免許申請時に運用調整に関する資料（運用調整団体の加入証の写し等）の提出が必要。
【電波法関係審査基準（平成13年1月6日総務省訓令第67号）】

・ これにより円滑な無線局の使用が可能となる一方、電波の影響の及ぶ範囲が限定的
な5.7GHz帯の低出力の無線局を屋内のみで使用する免許人から、運用調整に関する
負担の軽減ニーズが高まっている状況。

・ このため、同一周波数帯及び隣接周波数帯を使用する無線システムへの影響を考慮
しつつ、上記条件に限定した場合における運用調整の負担軽減策について検討する。

・ 電波の影響の及ぶ範囲が限定的な屋内かつ低出力の無線局を開設する際の場合の
運用調整については、免許人自らが無線局の使用開始時及び使用中に、周囲の無線
局の有無等を確認して混信発生を予防する対応を検討。

・ 無線局の使用状況や無線局間の必要な離隔距離等を踏まえ、「低出力」の出力値を
検討。

5.7GHz帯無人移動体画像伝送システムの一部運用変更について 9

背景

5.7GHz帯無人移動体画像伝送システムの一部運用変更の方向性
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5.7GHz帯無人移動体画像伝送システムの無線局数

（2021年12月時点）

同一周波数帯の他の無線局への影響

・ 5.7GHz帯無人移動体画像伝送システムの
無線局数は約1600局。（2021年12月時点）

・ 15mW以下の無線局と100mW以上の無線局
に２極化の傾向。

・ 屋内で使用されている無線局や運用調整の
負担軽減ニーズは、15mW以下の無線局が
多い状況。

・ 現在の制度導入時、無線LAN（EIRP：200mW、20MHz幅、16QAM）が無人移動体画像伝送システムの
無線局に与える影響は以下の通り。
同一周波数・壁なし時の離隔距離：約4.7km
同一周波数・壁あり時の離隔距離：約700m（壁の透過損を17dBで見込）

・ 上記を参考に、
屋内の15mW出力（空中線利得：6dBi、EIRP：60mWと想定）の無人移動体画像伝送システムの無線局と、
屋外の同一周波数を利用する同システムの無線局との離隔距離を試算すると、約380m。

・ 実際には、屋内の無線局と屋外の無線局の間には建物等が存在し、遮蔽損等により約380m
以下であっても混信妨害が生じる可能性は低い。

・ このため、無線局の使用前に周囲の無線局の有無確認や、無線局の使用中における継続的
な注意といった、使用場所における運用調整によって共用は可能と考える。

（１）無線局数の状況
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隣接周波数帯の他の無線局への影響

（１）無線LANへの影響

（２）DSRCへの影響

・ 制度導入時、電波の出力を空中線電力1W（EIRP：4W）で検討を行っており、5.7GHz帯無人移動
体画像伝送システムの無線局とDSRC関係の無線局（路側機、車載器）との離隔距離が100m程
度以下となるよう制度化を図ることで、現在、双方の無線局の共用が実現されている状況。

・ 無人移動体画像伝送システムの無線局を低出力（15mW）に限定した場合、DSRCとの離隔距離
は100mから約12mとなる。

・ さらに屋内使用に限定することで、建物の遮蔽損（17dB）を加味すると離隔距離は約1.5mに縮小。

・ このため、無線局の使用場所において、DSRC関係の無線局が周囲に存在するか否かの確認
は容易と想定され、他の無線局への影響を与えず適切な無線局の使用が可能と考えられる。

・ 制度導入時、電波の出力を空中線電力1W（EIRP：4W）で検討を行っている。

・ 5.7GHz帯無人移動体画像伝送システムの無線局と無線LANとの離隔距離は、同一周波数で
約13.4km、隣隣接周波数で約100m、隣隣接周波数で無線LANが屋内使用の場合は約12mと
試算され、周波数離調の確保（ロボット側が高い周波数から使用することが望ましい）により、
共用が実現されている状況。

・ 無人移動体画像伝送システムの無線局を低出力（15mW）に限定した場合、無線LANとの離隔
距離は、同一周波数で約13.4kmから約1.6kmに縮小、隣隣接周波数で約100mから約12mに縮
小、隣隣接周波数で無線LANが屋内使用の場合は約12mから約1.5mに縮小される。

・ このため、引き続き周波数離調の確保により、双方の無線局の共用が可能と考えられる。
（比較的広い屋内で、無線LANと無人移動体画像伝送システムの無線局がともに使用される場合は、施設管理者等による離
隔距離の確保（隣隣接周波数で約12m）やch設定等の対応で、より円滑な双方の無線局の利用が可能と考える。）
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その他

（２）今後の更なる運用変更の可能性

（１）十分な周知の必要性

・ 5.7GHz帯無人移動体画像伝送システムの無線局は、現在、主としてロボット（ドローン）からの
画像伝送用途で使用されている。

・ 今後、同システムの無線局がドローンのコントロール用としても広く普及し、ドローンの飛行等へ
の影響が予見される場合は、電波運用に起因する墜落事故等の防止のため、今般の一部運
用変更の内容については見直しを行う可能性がある。

・ 今般の一部運用変更について、総務省ホームページの改修のほか、関係する業界団体等へ
十分な周知を実施する。



以下の場合には、免許人自らが無線局の使用場所において運用調整（他の無線局に
混信妨害等を与えない対応）を行うことを可とする。

（１） 5.7GHz帯の無人移動体画像伝送システムの無線局

（２） 使用場所は屋内に限定
（無線局免許申請・変更申請において、移動範囲が「屋内に限る」として申請された場合に限る。）

（３） 空中線電力は15mW以下
（無線局免許申請・変更申請において、空中線電力を１５ｍW以下として申請された場合に限る。）

（４） 免許申請における提出資料（運用調整に関する資料）には、以下の内容等を
含む

① 無線局の使用開始前に、使用場所の周囲における他の無線局の有無を
確認し、混信妨害を与えないよう運用調整を行った後に無線局の使用を
開始する。

② 無線局の使用開始後も、使用中は監視者等を配置して他の無線局に混
信妨害を与えないよう、継続して注意を払う。

③ 万一、他の無線局に混信妨害を与えた場合や与える恐れが高まった場合
は、直ちに無線局からの電波発射を止める。
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一部運用変更の概要



制度導入時の情報通信審議会
における検討結果

情報通信審議会答申（抜粋）
（平成２８年３月２２日）

参考
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（以降、略）
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5.7GHｚ帯における共用検討（対．無線LAN） 17



5.7GHｚ帯における共用検討（対．無線LAN）

「-76dB」は「-17dB」の誤
記と思われる。

「0.001」は「0.01」の誤記
と思われる。
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「9.6」は「0.96」の誤記と
思われる。



5.7GHｚ帯における共用検討（狭域通信システムへの与干渉）

狭域通信システムからの
被干渉の結果は省略

19



無人移動体画像伝送システムに関する
電波法関係審査基準（抜粋）

参考
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(20) 無人移動体画像伝送システムに使用する陸上移動局及び携帯局
無人移動体画像伝送システムの無線局の審査は、次の基準により行う。

ア 免許主体
自動的に又は遠隔操作により動作する移動体を用いて画像伝送(産業の用に供するものに限る。)を行う者であること。

イ 開設の条件
(ア) 無線局は、陸上、海上若しくは上空を移動中又はその特定しない地点に停止中に運用するものであること。
(イ) 主として画像伝送を行うための無線通信(当該無線局を設置する移動体の制御を行うための無線通信を含む。)を行
うものであること。

ウ 通信事項
申請者が所掌事務等を遂行するために必要かつ適切なもの又は一般業務用通信に関する事項であること。

エ 通信の相手方
(ア) 陸上移動局にあっては、免許人所属の陸上移動局又は受信設備であること。
(イ) 携帯局にあっては、免許人所属の携帯局又は受信設備であること。

オ 周波数
指定する周波数は、169MHz帯、2.4GHz帯及び5.7GHz帯のうち別表1に定める範囲内のものであること。

カ 占有周波数帯幅
占有周波数帯幅は、無線局の開設の目的を達成するために必要な伝送速度からみて合理的かつ必要最小限のもの

であること。
キ 無線設備の条件

設備規則第49条の33の規定に適合するものであること。
ク 空中線電力

(ア) 空中線電力は1Wを上限とし、無線局の開設の目的を達成するために必要最小限の空中線電力であること。この場
合において、等価等方輻射電力は設備規則第49条の33の規定に適合するものであること。

(イ) (ア)の規定にかかわらず、169MHz帯の周波数の電波を使用する無線局であって、上空で使用するものについては、
空中線電力は10mW以下かつ等価等方輻射電力は15.12dBm(1mWを0dBmとする。)以下であること。ただし、災害時に
おける使用その他特に必要があると認められる場合には、この限りでない。

ケ 移動範囲
無線局の開設の目的を達成するために必要な区域とする。

コ 混信保護
同一周波数帯の電波を使用する他の無人移動体画像伝送システムの無線局その他の無線局との混信防止のための

運用調整に関する資料が提出されていること。
サ その他の事項

航空法その他の法令に抵触せずに運用する旨が事項書等において記載されていること。
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